２０１１年４月１４日
民主党代表
　 菅　直 人　 殿
全国労働組合総連合　
議長　大黒 作治
大震災と原発対策のいっそうの強化を求める要請
　東日本大震災と福島第1原発事故の対策に全力を傾注されていることに敬意を表します。

　東日本大震災と福島第1原発事故の発生から1か月が経過しましたが、被害の甚大さ、広範さのもとで、復興の槌音はまだ弱々しく、いまだ多くの方々が避難所等で過酷な状況に置かれています。原発事故については収束の目途さえたたず、住み慣れた地への帰還は全くの白紙であり、情報開示の遅れや不十分さによって広範な人々が疑念と不安を強めています。

　被災された方々の生活再建や地域の復興は長期に及ばざるを得ない状況であり、これまでの制度を大きく超える支援と、被災者の希望に基づいた震災にも強い活力ある住民本位の地域復興・再生が政治に課せられた使命です。不十分な対策から再建をあきらめ、住み慣れた地を離れて、派遣などの低賃金・不安定雇用を選択し、全国散り散りになっていくようなことがあってはなりません
　私たち全労連は、3月25日の要望書の提出に続いて、本日4月14日は岩手・宮城・福島の被災地代表も参加して、政府対策本部をはじめとして要請行動を実施しています。それらの要請書も資料として添付しましたが、特に下記事項の実現を強く願います。被災地で苦しむ方々の思いを受けとめ、その実現にご尽力いただきますよう要請します。
記

１．被害の甚大さと復興の長期化を踏まえ、生活費、義援金の緊急支給や休業補償制度の確立など、被災された方々の生活を支える支援を早急に具体化、実施すること。また、大企業等への規制を強化し、雇用の維持、創出に万全を期すこと。
２．復旧復興新法の策定にあたっては、大企業等による乱開発を排し、被災された地元住民の希望に基づいて、震災・津波に強く活力ある地域社会を再生していくこと。復興事業への優先採用と適切な賃金水準の保障、公的就労の確保などによって、地元に残り生活再建をすすめることのできる支援を強めるとともに、全国的にも雇用対策を強化すること。
３．福島第1原発事故の正確かつ迅速な情報開示と内外の英知を結集した事故対策を担い、国民の信頼にたる体制を構築すること。原子力・エネルギー政策を抜本的に見直すとともに、被害者への補償を早期に実施すること。
以　上
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